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第１章 総  則 

 

Ⅰ 趣旨 

   この基準は、行政手続法第５条に基づく審査基準として、宅地造成及び特定盛土等規制法

（昭和３６年法律第１９１号、以下「盛土規制法」という。）第１２条、第１５条、第１６条、

第２１条、第２７条、第３０条、第３４条、第３５条又は第４０条に基づく許可等の審査に

必要な事項を定めることを目的とする。 
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第２章 盛土規制法許可制度 

Ⅰ 盛土規制法許可制度 

１ 盛土規制法の趣旨 

旧宅地造成等規制法は、戦後、人口急増に伴い宅地開発が進められた造成地において、

集中豪雨等により、崖崩れ等の災害が頻発したことを踏まえて昭和３６年に制定された。 

具体的には、宅地造成に伴い崖崩れや土砂の流出による災害が生ずる恐れが大きい市

街地又は市街地となろうとする土地の区域を滋賀県知事が「宅地造成工事規制区域」と

して指定し、当該区域内で行われる一定規模以上の切土又は盛土を許可に係らしめると

ともに、所有者に対して、災害防止のために必要な措置を講ずるべきことを勧告し、又

は命令することができることとする等の規制を行う制度として運用してきた。 

しかしながら、近年の異常気象による豪雨に伴う土砂災害の多発や大規模地震などに

よる土砂災害、更には、令和３年７月の静岡県熱海市において発生した土石流災害では

上流部での違法な盛土が被害の甚大化につながったとされ、全国各地における人為的な

違法盛土や不適切な盛土による災害を防止し、市民の生命、財産を守るための規制の拡

大や罰則の強化が求められた。 

このことから、令和５年５月２６日には、宅地造成等規制法の改正による盛土規制法

が施行され、違法盛土や不適切盛土を是正させ適正な宅地造成等につながるように規制

の強化がされた。 

本市では、令和５年度に基礎調査、令和６年度に規制区域案の公表を経て、令和７年

４月１日に市域全域を宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域に指定すると

ともに盛土規制法の運用を開始した。 

    

 ２ 宅地造成に関する制度の主な改正の経過 

   宅地造成等規制法 公布 昭和３６年１１月７日 法律第１９１号 

            施行 昭和３７年２月１日 

   平成１８年改正（平成１８年法律第３０号・平成１８年９月３０日施行） 

    ・崩落等の危険のある既存の宅地造成を「造成宅地防災区域」として都道府県知事等が

指定し、宅地所有者等に対して必要な勧告及び命令を行うことが出来ることとした。 

    ・「必要な地下水排除工の設置」、「締め固めに係る工法の明確化」の２点を追加した。 

令和４年改正 （令和４年法律第５５号・令和５年５月２６日施行） 

・「宅地造成等規制法」を抜本的に改正し「宅地造成及び特定盛土等規制法（通称：盛土

規制法）」とし、土地の用途にかかわらず、危険な盛土等を包括的に規制することとし

た。 
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 ３ 本市における宅地造成に関する制度 

   滋賀県は昭和４２年９月２０日に、大津市域の２０，０３５ha を宅地造成工事規制区域と

して指定した。 

   

昭和６３年４月１日 滋賀県事務委任規則により、都市計画法、宅地造成等規制法の

権限の一部が滋賀県知事から委任される 

平成６年１０月１日 滋賀県事務委任規則により、都市計画法、宅地造成等規制法の 

権限の全てが滋賀県知事から委任される 

平成１２年４月１日 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に

より滋賀県知事の権限の全てが委譲される 

平成１３年４月１日 特例市となり、都市計画法の事務権限者となる 

平成２１年４月１日 中核市となり、都市計画法、宅地造成等規制法の事務権限を持

つ指定都市等となる 

令和７年４月１日 宅地造成及び特定盛土等規制法に改正されたことを受け、規

制区域を新たに指定した 
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４ 用語の定義 

用 語 定 義 

宅地 

農地等 

公共施設用地 

盛土規制法における土地の区分は以下のとおり。 

なお、宅地とは一般的にいわれる宅地（建築物の敷地）のみに限らず、農地等

並びに公共施設用地を除いたすべての土地をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※公共の用に供する施設は下記のとおりであり、これらの施設以外の 

用に供する土地は公共施設用地に該当しないことに留意 

    ※現に公共施設が存在する土地に加え、公共施設の用に供されること

が決定している土地を含む 

 

  公共の用に供する施設 
・道路、公園、河川 

 
・砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾施

設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道、無軌条電
車の用に供する施設 

 
・雨水貯留浸透施設、農業用ため池、防衛施設周辺の生活環境の整備等

に関する法律第２条第２項に規定する防衛施設 
 

・国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、緑地、広場、墓地、廃
棄物処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水施
設、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設、急傾
斜地崩壊防止施設 

 

宅地造成 
宅地以外の土地を宅地にするために行う盛土その他の土地の形質の変更で、政

令第３条で定めるものをいう。 

特定盛土等 

宅地又は農地等において行う盛土その他の土地の形質の変更で、当該宅地又は

農地等に隣接し、又は近接する宅地において災害を発生させるおそれが大きい

ものとして、政令第３条で定めるものをいう。特定盛土等は宅地造成を包含す

る。 

土地の形質の

変更 

 

 

政令第３条で定める宅地造成及び特定盛土等に該当する土地の形質の変更は、

次のアからオに該当するものをいう。 

 

 

【次頁参照】 

盛土規制法

の規制対象 

（農地等及び公共施設用地以外の土地） 

（農地、採草放牧地及び森林） 

盛土規制法における土地の区分 

宅地 

農地等 

（道路、公園、河川その他政令で定める 

公共の用に供する施設の用に供される

土地） 

盛土規制法の

規制対象外 
公共施設用地 
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土地の形質の

変更 

ア 盛土であって、当該盛土をした土地の部分に高さが１ｍを超える崖がで

きるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 切土であって、当該切土をした土地の部分に高さが２ｍを超える崖がで

きるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 上記ア及びイに該当しない盛土又は切土であって、盛土と切土とを同時

にする場合において、当該盛土及び切土をした土地の部分に高さが２ｍを

超える崖ができるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 上記ア又はウに該当しない盛土であって、高さが２ｍを超えるもの 
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オ 上記アからエのいずれにも該当しない盛土又は切土であって、当該盛土

又は切土をする土地の面積が５００㎡を超えるもの 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本市における法第１２条又は法第３０条に規定する工事の許可の要否を

判定する規模は、「図２－２－２ 許可を要する盛土等の規模」を参照の

こと。 

土石の堆積 

宅地又は農地等において行う土石の堆積で、政令第４条に規定される次に該当

するものをいう。土石の堆積は、一定期間（最長５年）を経過した後に当該土

石を除却することを前提とした行為である。 

・最大時に堆積する高さが２ｍ超となる土石の堆積 

・最大時に堆積する面積が５００㎡超となる土石の堆積 

※本市における法第１２条又は法第３０条に規定する工事の許可の要否を

判定する規模は、「図２－２－２ 許可を要する盛土等の規模」を参照の

こと。 

 

（土石の堆積の一例） 

該当する例 

・工事の施行に付随して行われる土石の堆積（盛土や埋立等の恒久物に用い

る土石や工事用道路等の仮設構造物を構築するために用いる土石を堆積

する行為） 

・土地改良事業において表土等を一時的に仮置きする行為  

※上記２項目の行為についての許可の要否は計画に応じて判断すること

となる。（当該工事に付随して工事現場やその付近など当該工事区域以

外の土地に仮置きするものは、工事と一体的に安全管理が可能であるこ

とから許可不要となる。） 

・工事の残土を当該工事期間後も搬出先の敷地内に土石の堆積を継続する行

為（搬出先の敷地が公共施設用地の場合を除く。） 

・残土処分場への残土の持ち込み 

 ※残土処分場の設置に係る工事主が許可を取得することとなる。 

・主たる商品又は製品が土石に該当する土質改良プラント等の工場等の敷地

内において商品又は製品の原材料となる土石を堆積する行為や商品又は

製品である土石を堆積する行為 

 

該当しない例 

・試験、検査等のための試料の堆積 

・屋根及び壁で囲まれた空間その他の閉鎖された場所における土石の堆積 

 ※部分的にしか囲まれていない（完全に閉鎖されていない）場合は、土石

の堆積として扱われる可能性がある。 

・岩石のみを堆積する土石の堆積であって勾配が３０度以下のもの 

・主として土石に該当しない商品又は製品を製造する工場等の敷地内におい

て堆積された商品又は製品の原材料となる土石の堆積 
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土石 土石とは、「土砂」若しくは「岩石」又はこれらの混合物を指す。 

土砂 

土石のうち土砂とは、次のいずれかに該当するものをいう。 

・地盤を構成する材料のうち、粒径７５㎜未満の礫、砂、シルト及び粘土（以

下「土」という。） 

・地盤を構成する材料のうち、粒径７５㎜以上のもの（「石」に該当）を破砕

すること等により土と同等の性状にしたもの 

・地盤を構成する材料のうち、土に植物遺骸等が分解されること等により生

じた有機物が混入したもの 

・土にセメント、石灰若しくはこれらを主材とした改良材、吸水効果を有す

る有機材料又は無機材料等の土質性状を改良する材料その他の性状改良

材を混合等したもの 

・建設廃棄物等の建設副産物（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成

３年法律第４８号。以下「資源有効利用促進法」という。）第２条第２項に

規定する副産物のうち建設工事に伴うもの）を土と同等の性状にしたもの 

岩石 

土石のうち岩石とは、次のいずれかに該当するものをいう。 

・石（地盤を構成する材料のうち、粒径７５㎜以上のもの） 

・建設副産物を石と同等の性状にしたもの 

崖 

地表面が水平面に対し３０度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しい

ものを除く。）以外のものをいう。 

 

【分離された崖の考え方】 

① 一体の崖とみなすケース 

下層の崖面の下端からの３０度を示す線分ＡＢよりも上層の崖面の下端

Ｐが上方にある場合、一体の崖とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 別の崖とみなすケース 

下層の崖面の下端からの３０度を示す線分ＡＢよりも上層の崖面の下端

Ｐが下方にある場合、別々の崖とみなす。 
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工事主 
宅地造成、特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の請負契約の注文者又

は請負契約によらないで自らその工事をする者をいう。 

工事施行者 
宅地造成、特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の請負人又は請負契約

によらないで自らその工事をする者をいう。 

造成宅地 
宅地造成又は特定盛土等（宅地において行うものに限る。）に関する工事が施

行された宅地をいう。 

平地盛土 
勾配１／１０以下の平坦地において行われる盛土で、谷埋め盛土に該当しない

もの。 

腹付け盛土 
勾配１／１０超の傾斜地盤上において行われる盛土で、谷埋め盛土に該当しな

いもの。 

谷埋め盛土 谷や沢を埋め立てて行う盛土。 

渓流等 

山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成又は特定

盛土等に伴い災害が生ずるおそれが特に大きいもので、以下に該当するものを

いう。 

・山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

・山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況が上記の土地に類

する状況を呈している土地 

・上記２つの土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあっ

て、雨水その他の地表水が集中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい

土地 

渓流等の範囲 

渓床１０度以上の勾配を呈し、０次谷を含む一連の谷地形であり、その底部の

中心線からの距離が２５ｍ以内の範囲 
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５ 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域 

   本市では、令和５年度に基礎調査を行い、令和７年４月１日に市域全域を宅地造成等工事

規制区域又は特定盛土等規制区域に指定した。 

   詳しい区域については、『Ｍｙ Ｔｏｗｎおおつ(マイタウンおおつ)』参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政区域（陸域のみ） 

都市計画区域界 

宅地造成等工事規制区域 

特定盛土等規制区域 
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宅地造成等工事規制区域（面積３４９．９０㎢） 

宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴い災害が発生するおそれが大きい市街地

若しくは市街地になろうとする土地の区域又は集落の区域（これらの区域に隣接し、

又は近接する土地の区域を含む。次の特定盛土等規制区域において「市街地等区域」

という。）であって、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、規

制を行う必要がある区域。 

 

特定盛土等規制区域（面積２４．６９㎢） 

宅地造成等工事規制区域以外の土地の区域であって、土地の傾斜度、渓流の位置そ

の他の自然的条件及び周辺地域における土地利用の状況その他の社会的条件からみて、

当該区域内の土地において特定盛土等又は土石の堆積が行われた場合には、これに伴

う災害により市街地等区域その他の区域の居住者その他の者の生命又は身体に危害を

生ずるおそれが特に大きいと認められる区域。 
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Ⅱ 工事の許可等 

 １ 手続の要否の判定 

   申請の要否については、図２－２－１を参照のこと。 

 

 

いいえ 

いいえ 

はい 

開発許可により
許可を受けたも

のとみなす 
手続き不要 

許可申請手続が 
必要 

届出が必要 

いいえ 

はい 

はい 
（①～⑤に該当） 

はい 
（⑥⑦に該当） 開発許可が必要 

いいえ 

はい 

はい いいえ 

図２－２－１ 盛土規制法に基づく許可の要否判定フロー 

工事は、以下の①～⑦に該当する 
 
土地の形質変更 
① 盛土で高さ２ｍ超の崖を生じる 
② 切土で高さ５ｍ超の崖を生じる 
③ 盛土と切土を同時に行い、高さ

が５ｍ超の崖を生じる（①、②
を除く） 

④ 盛土で高さが５ｍ超となる
（①、③を除く） 

⑤ 前後の地盤面の標高差が３０㎝
を超える盛土又は切土をする土
地の面積が３，０００㎡超とな
る 

 
土石の堆積 
⑥ 最大堆積高さが５ｍ超かつ面積

１，５００㎡超となる 
⑦ 地盤面と土石の表面の標高差が

３０㎝を超える土石の堆積の面
積が３，０００㎡超となる 

工事を行う場所は、 
宅地造成等工事規
制区域内である 

工事は、以下の①～⑦に該当する 
 
土地の形質変更 
① 盛土で高さ１ｍ超の崖を生じる 
② 切土で高さ２ｍ超の崖を生じる 
③ 盛土と切土を同時に行い、高さが２ｍ超の崖を生じる（①、②を除く） 
④ 盛土で高さが２ｍ超となる（①、③を除く） 
⑤ 前後の地盤面の標高差が３０㎝を超える盛土又は切土をする土地の面積

が５００㎡超となる 
 
土石の堆積 
⑥ 最大堆積高さが２ｍ超かつ面積３００㎡超となる 
⑦ 地盤面と土石の表面の標高差が３０㎝を超える土石の堆積の面積が５０

０㎡超となる 

許可を要しない工事 
（表２－２－１）に該当する 
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 ２ 許可を要する工事 

    宅地造成等工事規制区域内又は特定盛土等規制区域内（以下、「規制区域内」という。）

で行われる工事のうち、図２－２－２に示すいずれかの規模に該当する工事は、工事に着

手する前に許可が必要である。 

    ただし、都市計画法による開発許可を受けた造成工事については、盛土規制法の許可を

受けたものとみなされる。このみなし許可工事は、都市計画法の規定のみならず、盛土規

制法の規定も適用されることとなり、所定規模の工事を伴えば中間検査及び定期報告を実

施する必要がある。 

 

行為 宅地造成等工事規制区域 特定盛土等規制区域 イメージ図 

土
地
の
形
質
の

 

①盛土で高さが１ｍ超の
崖を生ずるもの 

①盛土で高さが２ｍ超［１
ｍ超］の崖を生ずるもの 

 

②切土で高さが２ｍ超の
崖を生ずるもの 

②切土で高さが５ｍ超［２
ｍ超］の崖を生ずるもの 

 

③盛土と切土を同時に行
い、高さが２ｍ超の崖を
生ずるもの（①、②を除
く） 

③盛土と切土を同時に行
い、高さが５ｍ超［２ｍ超］
の崖を生ずるもの（①、②
を除く） 

 

④盛土で高さ２ｍ超とな
るもの（①、③を除く） 

④盛土で高さ５ｍ超［２ｍ
超］となるもの（①、③を
除く） 

 

⑤前後の地盤面の標高差
が３０㎝を超える盛土又
は切土をする土地の面積
が５００㎡超となるもの
（①～④を除く） 

⑤前後の地盤面の標高差
が３０㎝を超える盛土又
は切土をする土地の面積
が３，０００㎡超［５００
㎡超］となるもの（①～④
を除く） 

 

土
石
の
堆
積 

①土石を堆積する高さが
２ｍ超かつ土石の堆積を
行う面積が３００㎡超と
なるもの 

①土石を堆積する高さが
５ｍ超［２ｍ超］かつ土石
の 堆 積 を 行 う 面 積 が  
１，５００㎡超［３００㎡
超］となるもの 

 

②地盤面と土石の表面の
標高差が３０㎝を超える
土石の堆積を行う面積が
５００㎡超となるもの 

②地盤面と土石の表面の
標高差が３０㎝を超える
土石の堆積を行う面積が
３，０００㎡超［５００㎡
超］となるもの 

 

  

図２－２－２ 許可を要する盛土等の規模 

※［ ］内の数値は特定盛土等規制区域における法第２７条の届出の規模要件 

※面積は標高差３０ｃｍを超える部分 

※面積は標高差３０ｃｍを超える部分 
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 ３ 許可の要否に係る行為の考え方   

（１） 土地の形質の変更 

  ［盛土等をする土地の面積の考え方］ 

    盛土又は切土をする土地の面積が５００㎡※１を超える場合について、盛土又は切土をす

る前後の地盤面の標高差が３０cm を超える部分の面積が５００㎡※１を超える場合に、許可

が必要となる。            ※１ 特定盛土等規制区域の場合は３，０００㎡ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  ［標高差の考え方］ 

 凹凸が続いている地盤面の高さを変更する場合、盛土又は切土をする前後の地盤面の標

高差の考え方は、図２－２－４に示すとおり。 

 

 

 

 

 

 

  ［造成がない土地を間に挟む場合の考え方］ 

    造成がない土地に隣接して行われる複数の造成について、同一の工事主又は工事施行者

によって同時期に行われ、かつ、図２－２－５のように造成がない土地と同一の地盤を形

成する計画である場合は、一つの造成工事と考え、一体の範囲で許可申請を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

  

許可が必要な例 許可が不要な例 

図２－２－３ 盛土をする面積の考え方 

図２－２－４ 標高差の考え方 

図２－２－５ 造成がない土地を間に挟む場合の考え方 
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  ［建築物の建築自体と不可分一体の工事の考え方］ 

    建築物の建築自体と不可分一体の工事と認められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は、

図２－２－６のとおり、土地の形質の変更とはみなさない。 

 

 

 

 

 

 

 

  ［既存擁壁を造り替える行為の考え方］ 

    既存擁壁の背面地盤高及び前面位置に変更が生じない擁壁の造り替え（例えば、重力式

擁壁をＬ型擁壁にする場合）については、土地の形質の変更とはみなさない。ただし、図

２－２－７のように擁壁前面に傾斜がある練積み造擁壁をＬ型擁壁に造り替える場合など

は、見え高さが２ｍ以下であり、かつ擁壁前面位置を同じ位置とする場合に限り、土地の

形質の変更とはみなさないものとする。なお、見え高さが１ｍを超える擁壁は、第４章 Ⅱ 

１２任意設置擁壁の基準に適合させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ［地中埋設物の撤去などの解体工事に伴う床掘及び現況地盤までの埋戻しの考え方］ 

    地中埋設物（建築物の基礎等）の撤去などの解体工事に伴う床掘及び現況地盤までの埋

戻しについては、図２－２－８のとおり、土地の形質の変更とはみなさない。 

 

 

 

 

 

 

  

図２－２－６ 建築物の建築自体と不可分一体の工事の考え方 

図２－２－８ 地中埋設物の撤去などの解体工事に伴う床掘及び現況
地盤までの埋戻しの考え方 

図２－２－７ 既存擁壁をほぼ同じ位置で造り替える行為の考え方 
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（２）土石の堆積 

  ［現地盤面の考え方］ 

    堆積する地盤の一部に凹凸がある場合、「土石の堆積を行う土地」の外側に設ける「空地」

の両端（Ａ－Ｂ）をつなぐ直線を仮想の地盤面とし、図２－２－９のとおり、当該地盤面

から堆積の高さを測ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ［繰返し行われる堆積行為の一体性の考え方］ 

    以下の全ての事項に該当する場合は、図２－２－１０のとおり、許可対象行為とする。 

    ・許可対象規模未満の堆積行為が繰り返され、これらの堆積が機能的に一体と認められ

る場合 

    ・従前の堆積を含めた堆積行為が、許可対象規模を超える場合 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図２－２－９ 現地盤面の考え方 

図２－２－１０ 繰返し行われる堆積行為の一体性 
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４ 届出を要する工事（法第２７条第１項） 

    特定盛土等規制区域内において行われる工事のうち、図２－２－２に示す届出対象の規

模に該当する工事は、工事に着手する３０日前までに届出が必要である。 

    届出が受理された場合は、工事主の氏名又は名称、工事が施行される土地の所在地など

を公表する。 

    なお、開発許可を受けた場合は、本届出を行ったものとみなされる。 
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５ 許可又は届出が不要となる工事 

   規制区域内で行われる宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事については、あ

らかじめ市長の許可を受ける（又は届出をする）必要があるが、表２－２－１に示す工事に

ついては、許可を受ける（又は届出をする）必要がない。 

   ただし、許可等を要しない工事であっても、規制対象規模（政令第３条又は第４条に規定

する規模）の工事の場合には、土地所有者等に対して土地の保全努力義務が課せられるとと

もに、改善命令等の対象となる。 

 

表２－２－１ 許可又は届出が不要となる工事一覧 

区分 具体的な内容 

公共施設用地における
工事 

（法第２条第１項第１
号、政令第２条、省令
第１条各項） 

・道路、公園、河川 

・砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾
施設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道、無軌
条電車の用に供する施設 

・雨水貯留浸透施設、農業用ため池、防衛施設周辺の生活環境の整備
等に関する法律第２条第２項に規定する防衛施設 

・国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、緑地、広場、墓地、
廃棄物処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水
施設、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設、
急傾斜地崩壊防止施設 

災害の発生するおそれ
がないと認められる工
事 

（法第１２条第１項た
だし書、法第２７条第
１項ただし書、政令第
５条第１項各号、政令
第２９条第１号、省令
第８条第１項各号） 

・鉱山保安法に基づく鉱物の採取（鉱業上使用する特定施設の設置の
工事等） 

・鉱業法に基づく鉱物の採取（許可を受けた施業案の実施に係る工
事） 

・採石法に基づく岩石の採取（許可を受けた採取計画に係る工事） 

・砂利採取法に基づく砂利の採取（許可を受けた採取計画に係る工
事） 

・土地改良法に基づく土地改良事業（農業用用水排水施設の新設等） 
及び土地改良法に基づく土地改良事業に準ずる事業（国及び県の技
術基準に基づいているものに限る） 

・火薬類取締法に基づく火薬類の製造施設の周囲に設置する土堤の設
置等 

・家畜伝染病予防法に基づく家畜の死体等の埋却 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物の処分等 
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・土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の搬出又は処理等 

・平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原
子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染へ
の対処に関する特別措置法に基づく廃棄物又は除去土壌の保管又は
処分 

・森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

・国、地方公共団体、次に掲げる法人が非常災害のために必要な応急
措置として行う工事 
 ⑴ 地方住宅供給公社 

  ⑵ 土地開発公社 
  ⑶ 日本下水道事業団 
  ⑷ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
  ⑸ 独立行政法人水資源機構 
  ⑹ 独立行政法人都市再生機構 
 

【宅地造成又は特定盛土等に関する工事】 

・高さ２ｍ以下かつ面積５００㎡超の盛土又は切土（政令第３条第５
号の盛土又は切土に限る）であって、盛土又は切土をする厚さが３
０cm を超えないもの※１ 

 

 

 

 

 
 ※1（参考）許可等の要否判定の対象範囲 

盛土・切土全体で「盛土又は切土をする前後の地盤面の標高
の差」が３０cm を超える部分と超えない部分がある場合、
３０cm を超える部分の面積を許可等の要否判定の対象とす
る。この面積が宅地造成等工事規制区域にあっては、５００
㎡超え、特定盛土等規制区域にあっては、３,０００㎡超
（届出の場合は５００㎡超）の場合に許可等を要する。 
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【土石の堆積に関する工事】 

・高さが２ｍを超える土石の堆積であって、土石の堆積を行う土地の
面積が３００㎡を超えないもの 

・高さが２ｍを超えず５００㎡超の土石の堆積であって、土石の堆積
をする厚さが３０ｃｍを超えないもの 

・工事の施行に付随して行われる土石の堆積※２であって、当該工事 

に使用する土石※３又は当該工事で発生した土石を当該工事の現場※４

又はその付近※５に堆積するもの※６ 

 ※２：「工事の施行に付随して行われる土石の堆積」とは、主とな
る本体工事があったうえで、当該工事に使用する土石や当該
工事から発生した土石を当該工事現場やその付近に一時的に
堆積する場合の土石の堆積で、本体工事に係る主任技術者等
が本体工事の管理と併せて一体的に管理するものを指す。 

 ※３：「当該工事に使用する土石」とは、工事で行う盛土や埋立等
の恒久物に用いる土石を指すが、これに加え、工事用道路等
の仮設構造物を構築するために用いるものを含む。 

 ※４：「工事の現場」とは、
工事が行われている土
地を指す。なお、請負
契約を伴う工事にあっ
ては、請負契約図書、
工事施工計画書その他
の書類に工事の現場と
して位置づけられた土
地（本体の工事が行わ
れている土地から離れ
た土地を含む。）につい
ては、工事の現場とし
て取り扱う。 

 ※５：「工事の現場の付近」
とは、本体工事に係る
主任技術者等が本体の
工事現場と一体的な安
全管理が可能な範囲と
して、容易に状況を把
握し到達できる工事現
場の隣地や隣地に類す
る土地が該当する。 

 ※６：工事の現場付近における土石の堆積や、やむを得ず本体工事
期間後も継続する土石の堆積については、許可不要となる条
件に合致することを客観的に確認できる必要があることか
ら、本体工事現場の管理者等は、管理体制等を記した看板の
掲示等の対応を行うものとする。 
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みなし許可となる工事 

（法第１５条各項、法
第３４条各項） 

・国又は都道府県、指定都市若しくは中核市と許可権者の協議が成立
した工事 

・都市計画法第２９条第１項、第２項の許可を受けて行われる工事 
（注１） 

その他法の対象外とな
る行為 

・農地及び採草放牧地において行われる通常の営農行為     
（通常の生産活動並びにほ場管理のための耕起、代かき、整地、畝
立、けい畔の新設、補修及び除去、表土の補充であってその前後の
土地の地盤面の標高差が３０ｃｍを超えないもの） 

注１ 都市計画法に基づく開発許可を受けた工事については、盛土規制法による許可を受けたも

のとみなされる。同様に、都市計画法に基づく変更の許可又は軽微な変更の届出があった

場合は、盛土規制法に基づく変更の許可又は軽微な変更の届出があったものとみなされ

る。みなし許可となる工事は、盛土規制法に規定する中間検査、定期報告及び標識の掲示

の措置が必要となる。 

 

 ６ 許可の基準の概要 

（１） 技術的基準 

規制区域内において行われる宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事は、

各技術的基準に従い、擁壁、排水施設の設置その他宅地造成、特定盛土等又は土石の

堆積に伴う災害を防止するため必要な措置が講ぜられたものでなければならない。 

具体的な技術的基準は、第４章許可の基準を参照のこと。 

 

表２－２―２ 政令に規定されている技術的基準 

政令 技術的基準 

第６条 擁壁、排水施設その他の施設 

第７条 地盤について講ずる措置 

第８条 擁壁の設置 

第９条 鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造 

第１０条 練積み造の擁壁の構造 

第１１条 設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用 

第１２条 擁壁の水抜穴 

第１３条 任意に設置する擁壁についての建築基準法施行令の準用 

第１４条 崖面崩壊防止施設の設置 

第１５条 崖面及びその他の地表面について講ずる措置 

第１６条 排水施設の設置 

第１７条 特殊の材料又は構法による擁壁 

第１８条 特定盛土等に関する工事（第７条から第１７条までの規定の準用） 

第１９条 土石の堆積に関する工事 

第２０条 規則への委任 
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（２） 工事主の資力・信用（法第１２条第２項・第３０条第２項） 

工事主に当該工事を行うために必要な資力及び信用があることが必要である。 

      詳細は、第３章Ⅲ－１－（１）工事主の資力・信用を参照のこと。 

    

（３） 工事施行者の能力（法第１２条第３項・第３０条第３項） 

工事施行者に当該工事を完成するために必要な能力があることが必要である。 

詳細は、第３章Ⅲ－１－（２）工事施行者の能力を参照のこと。 

 

（４） 土地所有者等の同意（法第１２条第４項・第３０条第４項） 

当該工事をしようとする土地の区域内の土地について、所有権、地上権、質権、賃借

権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者の全

ての同意を得なければならない。 

詳細は、第３章Ⅲ－１－（３）土地所有者等の同意を参照のこと。 

 

 ７ 許可に係る住民への周知（法第１１条・２９条） 

   規制区域内において行われる宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の工事主

は、当該工事の許可の申請をするときは、あらかじめ、施行区域内の土地の周辺地域の住民

に対し、説明会の開催その他当該工事の内容を周知させるため必要な措置を講じなければな

らない。 

詳細は、第３章Ⅲ－１－（４）住民への周知を参照のこと。 

 

８ 国又は都道府県の特例（法第１５条・３４条） 

  国、都道府県、指定都市若しくは中核市が行う工事については、許可権者との協議が成立 

することをもって許可があったものとみなす。これ以外の自治体が行う工事は、協議ではな 

く許可を受ける必要がある。 

 

 ９ 土地の保全等（法第２２条・４１条） 

規制区域内の土地の所有者、管理者又は占有者は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積

に伴う災害が生じないよう、その土地を常時安全な状態に維持するように努めなければなら

ない。 

   土地の所有者、管理者、占有者、工事主又は工事施行者がこの義務を十分に果たさず、そ

の土地が危険な状態となっている場合には、市長は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積

に伴う災害の防止のため、その程度に応じて防災措置をとることを勧告し、改善されない場

合は命令することがある。 
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 １０ 不法・危険盛土等に対する行政処分と罰則 

（法第２０条・２３条・３９条・４２条、省令第５１条・８１条） 

   盛土規制法では、不法・危険盛土等に対する行政処分の方法として、監督処分と改善命令

の２種類がある。監督処分は、原則として許可制度上の違反がある盛土等が対象となり、改

善命令は、許可制度の対象外であるものの、危険性のある盛土等が対象となる。 

 

   （１）監督処分 

     ア 許可取り消し処分 

       市長は、偽りその他不正な手段により許可を受けた者又はその許可に付した条件

に違反した者に対して、その許可を取り消すことがある。 

 

     イ 工事施行停止命令・災害防止措置命令 

       市長は、無許可工事、許可条件に違反する工事、技術的基準の規定に適合してい

ない工事及び中間検査を申請しないで施行する工事について、工事主に対して、当

該工事の施行の停止を命じ、又は相当の猶予期限を付けて、災害防止措置をとるこ

とを命令することがある。 

 

     ウ 土地使用制限命令・土地使用禁止命令・災害防止措置命令 

       市長は、無許可で盛土等に関する工事が施行された土地、完了検査を申請しない

又は完了検査の結果土地の形質の変更に関する工事が技術的基準の規定に適合して

いないと認められた土地、土石の除却に関する完了確認を申請しない又は完了確認

の結果全ての土石が除却されていないと認められた土地及び中間検査を申請しない

で土地の形質の変更に関する工事が施行された土地について、当該土地の所有者、

管理者若しくは占有者又は当該工事主に対して、当該土地の使用を禁止し、若しく

は制限し、又は相当の猶予期限を付けて災害防止措置を取ることを命令することが

ある。 

 

     エ 緊急工事停止命令 

       市長は、工事の施行の停止を命じようとする場合において、緊急の必要により弁

明の機会の付与を行うことができないことが明らかな場合に限り、弁明の機会の付

与を省略して工事主等に対して、工事の施行の停止を命令することがある。 

 

   （２）改善命令 

      市長は、規制区域内の土地について、土地又は擁壁等の所有者、管理者又は占有者

が盛土等による災害が生じないよう、当該土地を常時安全な状態に維持する努力義務
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を負っていることを前提に、宅地造成若しくは特定盛土等に伴う災害の防止のため必

要な擁壁等が設置されておらず、若しくは極めて不完全であり、又は土石の堆積に伴

う災害の防止のための必要な措置が取られておらず、若しくは極めて不十分であるた

めに、これを放置するときは、盛土等に伴う災害の発生の恐れが大きいと認められる

ものがある場合において、その災害の防止のため必要であり、かつ、土地の利用状況

その他の状況からみて相当であると認められる限度において、当該規制区域内の土地

又は擁壁等の所有者、管理者又は占有者（「土地所有者等」という。）に対して、相当

の猶予期限を付けた上で、擁壁等の設置若しくは改造、地形若しくは盛土の改良又は

土石の除却のための工事を行うよう命令することがある。 

      また、市長は、土地所有者等以外の者の盛土等に関する不完全な工事その他の行為

によって、法第２３条第１項［法第４２条第１項］に定める災害の発生のおそれが生

じたことが明らかであり、その行為をした者（その行為が隣地における土地の形質の

変更又は土石の堆積であるときは、その土地所有者を含む。）に同項に定める工事を行

わせることが相当であり、かつ当該土地所有者等からも異議がない場合において、市

長が、その行為をした者に対して工事の全部又は一部を行うよう命令することがある。 

 

   （３）行政代執行 

      監督処分、改善命令の対象となる盛土等について、災害防止措置を命令された者が、

命令に応じない場合などは、義務者に代わり、市長が必要に応じ行政代執行を行う。

行政代執行は、本来、義務者が行うべきものについて、公費を投入して行政が代わり

に行うものであり、代執行費用は、国税徴収法第５章の規定に沿って義務者から費用

を徴収する。 

 

   （４）罰則（法第５５～６１条まで） 

      無許可行為や命令違反等は、懲役や罰金等に処せられることがある。 

      このほか、国策定の「不法・危険盛土等への対処方策ガイドライン」を参照のこと。 

      

 

 

  １１ 関係法令 

    宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を行う場合、盛土規制法以外の法令

等による許可等が必要な場合がある。表２－２－３を参照のこと。 

    なお、道路法、河川法、下水道法、砂防法、民法等の法令により、認可、許可、届出、

同意等を要することがあるので、それぞれの手続を行うこと。 
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表２－２－３ 関係法令一覧表 

法令等 内容 機関 部局 担当課 

都市計画法 開発許可 市 都市計画部 開発調整課 

自然公園法 許可、届出 県 琵琶湖環境部 自然環境保全課 

滋賀県自然環境保全条例  県 琵琶湖環境部 自然環境保全課 

森林法 伐採届 市 産業観光部 農林水産課 

 〃 
保安林関係、林地開
発 

県 琵琶湖環境部 
森林保全課、 
滋賀県西部・南部
森林整備事務所 

農業振興地域の整備に関
する法律 

 市 産業観光部 農林水産課 

農地法 農地転用許可、届出 市 農業委員会 事務局 

地すべり等防止法 

許可等 
 
 
 
確認 

県 
 
 
 
市 

農政水産部 
 
大津土木事務所 
 
産業観光部 

農村振興課 
（上仰木・雄琴） 
管理調整課 
（和邇） 
田園づくり振興課 

大津市土砂等による土地
の埋立て等の規制に関す
る条例 

許可等 市 環境部 産業廃棄物対策課 

景観法 届出、事前協議 市 都市計画部 都市計画課 

大津市風致地区内におけ
る建築等の規制に関する
条例 

許可 市  〃   〃 

古都における歴史的風土
の保存に関する特別措置
法 

許可、届出 市   〃   〃 

道路法 市道 市 建設部 
路政課、 
道路・河川管理課 

 〃 
県道、主要地方道、 
県管理国道 

県 大津土木事務所 管理調整課 

 〃 国道 国 国土交通省 滋賀国道事務所 

大津市法定外道路及び普
通河川等の管理に関する
条例 

許可、届出 市 建設部 路政課 

 


